
○ コロナの影響を受けた既存補助路線の維持（特例）
（欠損額増大の補助対象額への算入、路線バスの要件緩和）

○ 鉄道車両の更新、ノンステップバス等の導入

○ 公共交通事業者が「事業活性化・継続計画」等を
策定して行う、デジタル投資、安心・安全の確保、観
光事業者との連携等、収益の回復・増加等のため
の新たな取組に対して重点的に支援し、事業の活
性化及び継続を図る。

【補助対象事業者】
鉄軌道事業者、バス事業者、旅客船事業者、航空運
送事業者、タクシー事業者 等

【補助対象例（補助率1/2等）】
○ デジタル技術の導入にかかる経費
○ 地域におけるＭａａＳの構築
○ 新たな取組の実証運行に要する経費 等

地域公共交通の活性化に向けた新たな取組の後押し

○ 観光需要の取り込みに積極的に取り組む交通事業
者に対し、革新的な感染症対策機器の導入をはじめ、
多言語対応の強化、無料Wi-Fiサービスの提供拡大
等を支援し、コロナ収束後の反転攻勢を図る。

【補助対象例（補助率1/2、1/3等）】
○ 新技術（高性能フィルタを有する空気清浄機等）を活用した感
染症対策
○ 魅力ある車両の導入 等

観光需要受入のための環境整備

ポスト・コロナ時代を見据えた地域公共交通の活性化・継続

○ 地域公共交通は、新型コロナの感染拡大に伴う緊急事態宣言下においても、エッセンシャルサービスとして
サービス提供を維持してきた一方、ポストコロナに向けた急速な社会構造の変化の中で厳しい経営環境に置
かれており、事業の持続性の確保のためには、収益性の向上などの取組を早急に行っていく必要。
○ 社会変化に対応した新たな地域公共交通に向けて、新技術の活用等を通じ、収支の改善を図ろうとする事
業者に対する集中的な支援等を実施する。

地域公共交通確保維持改善事業

令和２年度第３次補正予算額 ３０５億円
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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

１．補正予算計上額 １.5 兆円 （うち 地方単独分 1.0兆円、即時対応分 0.2兆円）

新型コロナウイルス感染拡大を防止するとともに、デジタル化をはじめとするポストコロナに向け
た経済構造の転換と地域における民需主導の好循環を実現し、地方創生を図るため、地方公共団体が
地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう、「新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金」を増額する（あわせて地方における感染拡大に臨機応変に対応できるよう即時対
応分を新設）。

２．所管

３．交付対象等

４．使途

内閣府（地方創生推進室） ただし、各府省に移し替えて執行

（１）交付対象 ：実施計画を策定する地方公共団体（都道府県・市町村）
（２）交付方法 ：コロナ対応にかかる国庫補助事業の地方負担と地方単独事業のそれぞれの所要

経費に対し、交付限度額（※）を上限として交付金を交付。
※ 交付限度額の算定の考え方は今後公表。

即時対応分は、営業時間短縮要請等に係る協力金等の支払に対して交付。

地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに実施する以下のような取組に充当。
・ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた対応
・ ポストコロナに向けた経済構造の転換・地域における民需主導の好循環の実現に向けた対応



【取組例】
・事業者に対する支援金の給付
―事業者に対する一律支援
―運行系統数や車両保有台数等に応じた支援

・線路や車両などの維持費や修繕費の支援

【取組例】
・感染防止用設備の取得費や車両等の消毒作業費
の支援
・乗合デマンド交通や通学バスの増便に要する経
費の支援

地方創生臨時交付金（第３次）を活用した地域公共交通支援について

運行支援感染防止対策

【取組例】
・高齢者等のタクシーの初乗り運賃補助やタクシー券
配布への支援
・インバウンド対応等のためのマルチキャッシュレス
決済機器の導入経費の支援
・タクシー事業者がテイクアウト商品を宅配した場合
の宅配費用への支援

【取組例】
・密回避を目的としたMaaS事業（車内混雑情報等）
への支援
・MaaSの導入を見据えた地域公共交通計画の策定
に向けた実証事業の支援
・MaaS等の新たな交通体系を整備するための調査

その他MaaS等の新たな地域交通体系整備

「新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金」（第１次・第２次補正予算）を活用し、

これまでに、約３６０自治体（約1,000事業）が地域公共交通を支援。

危機に瀕する地域公共交通事業者の支援に
第３次補正予算による増額（１．５兆円）をご活用ください。



＜支援の内容＞
○ 地域における一層の連携・協働とイノベーションに向けた取組の促進を図るための「地域公共交通計画」の策定に資する調査等

＜支援の内容＞

○ 高齢化が進む過疎地域等の足を確保するための幹線バス交通や地域内交通の運行
・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の運行や車両購入、貨客混載の導入を支援

・過疎地域等において、コミュニティバス、デマンドタクシー、自家用有償旅客運送等の地域内交通の運行や
車両購入、貨客混載の導入を支援

○ 離島航路・航空路の運航
・離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である離島航路・航空路の運航等を支援

地域公共交通確保維持事業
（地域の実情に応じた生活交通の確保維持）

＜支援の内容＞

○ 高齢者等の移動円滑化のためのノンステップバス、福祉タクシーの導入、
鉄道駅における内方線付点状ブロックの整備

○ 地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等

＜支援の内容＞
○ 被災地の幹線バスの運行 ○ 仮設住宅等を巡る地域内バス等の運行

地域公共交通バリア解消促進等事業
（快適で安全な公共交通の実現）

被災地域地域間幹線系統確保維持事業／特定被災地域公共交通調査事業
（【東日本大震災対応】被災地のバス交通等に対する柔軟な支援）

地域公共交通確保維持改善事業の概要

令和３年度予算案 ４億円
（東日本大震災復興特別会計：復興庁一括計上分）

地域の多様な主体の連携・協働による、地域の暮らしや産業に不可欠な交通サービスの確保・充実に向けた取組を支援
（上記取組を促進するため、地域公共交通活性化再生法の枠組みを強化（令和２年１１月２７日施行） ）

※国の認定を受けた鉄道事業再構築実施計画、地域公共交通利便増進実施計画等に基づく事業（地域鉄道の上下分離、利便性向上・運行効率化等のため
のバス路線の再編、旅客運送サービス継続のためのデマンド型等の多様なサービスの導入等）について、まちづくりとも連携し、特例措置により支援

地域公共交通調査等事業
（持続可能な地域公共交通の実現に向けた計画策定等の後押し）
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路
側
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ム
側

線
路
側
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○ 地域におけるバリアフリー化の促進を図るための移動等円滑化促進方針・基本構想の策定に係る調査

※交通圏全体を見据えた持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向け、都道府県と複数市町村を含む協議会が主体となった協働による取組に対し、計
画の策定やバス等の運行への支援の特例措置により後押し（地域公共交通協働トライアル推進事業）

令和３年度予算案 ２０６億円
（前年度比 1.01倍）
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計画策定

【補助対象事業者】 地域公共交通活性化再生法に基づく法
定協議会

【補助対象経費】地域旅客運送サービス継続実施計画策定に
必要な経費 （協議会開催等事務費、データ
収集、短期間の実証調査等）

【補助率】 １／２ （上限500万円）

サービス継続の例

背景・目的

○ 生活交通を担う路線バスが廃止される場合、現行法（6ヶ月前までの事前届出）ではサービスの維持について、十分な検討や
調整ができず、サービスの廃止や代替となるコミュニティバス等導入による市町村等への負担となっている。

○ そこで、廃止を検討する乗合バス事業者の申し出等を受け、関係者がサービス継続のあり方を協議し、公募により代替となる
サービスへの転換を図る「地域旅客運送サービス継続事業」について、改正地域公共交通活性化再生法において創設したと
ころであり、同事業の活用によるサービスの継続・効率化を支援。

地域旅客運送サービス継続事業に係る補助制度の創設について 【新設】

地域旅客運送サービス
継続実施計画 大臣認定

サービス継続事業に係る運行費補助

【補助対象事業者】 地域公共交通活性化再生法に基づく法定
協議会

【補助対象経費】認定された地域旅客運送サービス継続実施計
画に基づく事業の総収支差

【補助率】 １／２
※タクシー（運賃低廉化）については、市町村からの負担額を補助対象経費とし、100万
円を上限として補助。

※サービス継続事業の認定を受けた系統については、フィーダー系統に係る運
行費補助の要件を一部緩和。

多様な選択肢を
検討・協議

乗合バス事業者
の申出等

実施方針・公募

（実施方針に定めるメニュー例）

市町村

デマンド交通（タクシー車両による乗合
運送（区域運行））による継続

福祉輸送、スクールバス、病院や商業施設
等への送迎サービス等の積極的活用

コミュニティバスによる継続

タクシー（乗用事業）による継続

乗合バス事業者など他の交通事業者による
継続（縮小・変更含む）

自家用有償旅客運送による継続

①

②

③

④

⑤

⑥
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